
事 業 概 況 （令和６年９月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和６年度労災保険業務機械処理の令和６年９月末現在における保険給付支払総額は 3,551億円で、前年同期に比べて

1.0％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 1,573億円で 44.3％と最も大きく、次いで療養補償給

付が 1,256億円で 35.4％を占めている。以下、休業補償給付が 13.7％、障害補償一時金が 4.0％、遺族補償一時金が 1.2％、

介護補償給付が 1.1％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が 6.1％増、二次健康診断等給付が 4.4％

増、障害補償一時金が 0.6％増となっているのに対し、葬祭料が 7.0％減、介護補償給付が 2.9％減、年金等給付が 1.6％

減、休業補償給付が 1.5％減、療養補償給付が 0.4％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が1,241億円で35.0％、「建設事業」が953億円で26.8％、

「製造業」が 792億円で 22.3％となっている。以下、「運輸業」が 11.1％、「鉱業」が 2.4％、「林業」が 1.4％、「船舶所

有者の事業」が 0.5％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「漁業」が 6.1％増、「船舶所有者の事業」が 3.8％増、「その他

の事業」が 0.7％増、「運輸業」が 0.3％増となっているのに対し、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 12.9％減、

「林業」が 5.6％減、「鉱業」が 4.8％減、「製造業」が 2.7％減、「建設事業」が 1.8％減となっている。（第２表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 358,716,113 100.0 0.9 355,139,907 100.0 1.0 △    

療 養 補 償 給 付 126,098,007 35.2 4.3 125,577,275 35.4 0.4 △    

休 業 補 償 給 付 49,399,948 13.8 0.8 △    48,653,195 13.7 1.5 △    

障 害 補 償 一 時 金 13,978,015 3.9 5.0 14,068,710 4.0 0.6

遺 族 補 償 一 時 金 3,921,533 1.1 9.0 4,160,178 1.2 6.1

葬 祭 料 879,473 0.2 4.1 817,589 0.2 7.0 △    

介 護 補 償 給 付 3,856,565 1.1 0.1 △    3,742,991 1.1 2.9 △    

年 金 等 給 付 159,837,767 44.6 1.6 △    157,342,486 44.3 1.6 △    

二 次健 康診 断等 給付 744,805 0.2 11.3 777,483 0.2 4.4

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和5年度　5年9月末 令和6年度　6年9月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っているため、

　　　合計が合わない場合がある（以下、各表同じ）。



 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 876億円で 55.7％と最も大きく、次いで障害補償

年金が 601億円で 38.2％、傷病補償年金が 96億円で 6.1％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 514 億円で 32.7％、「製造業」が 438 億円で 27.8％、

「その他の事業」が 346億円で 22.0％となっている。以下、「運輸業」が 11.3％、「鉱業」が 3.7％、「林業」が 1.6％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 358,716,113 100.0 0.9 355,139,907 100.0 1.0 △    

林 業 5,251,852 1.5 3.2 △    4,956,457 1.4 5.6 △    

漁 業 871,351 0.2 6.9 △    924,550 0.3 6.1

鉱 業 9,115,147 2.5 9.9 △    8,677,441 2.4 4.8 △    

建 設 事 業 97,052,696 27.1 0.4 △    95,349,664 26.8 1.8 △    

製 造 業 81,346,705 22.7 0.6 79,160,065 22.3 2.7 △    

運 輸 業 39,480,780 11.0 0.9 39,596,811 11.1 0.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
821,754 0.2 5.6 716,152 0.2 12.9 △   

そ の 他 の 事 業 123,214,627 34.3 3.4 124,137,740 35.0 0.7

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,561,200 0.4 3.6 △    1,621,027 0.5 3.8

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和5年度　5年9月末 令和6年度　6年9月末

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

令和6年度　6年9月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 60,093,945 87,640,706 9,607,835 157,342,486 100.0

林 業 717,708 1,678,024 106,872 2,502,603 1.6

漁 業 150,528 463,804 8,860 623,191 0.4

鉱 業 564,385 4,560,515 714,375 5,839,275 3.7

建 設 事 業 15,832,906 32,092,749 3,485,544 51,411,200 32.7

製 造 業 21,248,641 20,794,292 1,710,568 43,753,501 27.8

運 輸 業 6,738,881 9,960,353 1,013,776 17,713,009 11.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
96,754 288,708 21,110 406,572 0.3

そ の 他 の 事 業 14,598,967 17,480,596 2,532,860 34,612,423 22.0

船 舶 所 有 者 の 事 業 145,176 321,666 13,871 480,713 0.3

構 成 比 38.2% 55.7% 6.1% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比



保 険 料 

 

  令和６年度労災保険業務機械処理の令和６年９月末現在における保険料徴収決定済額は 9,110億円で、前年同期に比べ

て 2.1％増となっている。保険料収納済額は 4,091億円で、前年同期に比べて 2.7％増となっている。また、収納率につい

てみると 44.9％となっており、前年同期に比べて 0.3ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 4,660億円で 51.1％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,813 億円で 19.9％、「製造業」が 1,623 億円で 17.8％を占めている。以下、「運輸業」が 8.4％、「船舶所有者

の事業」が 1.5％、「林業」が 0.6％、「漁業」、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.2％とな

っている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度 令和5年度 令和6年度

　業　種 5年9月末 6年9月末 5年9月末 6年9月末 5年9月末 6年9月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 892,166,884 911,043,927 100.0 2.1 398,234,614 409,098,919 100.0 2.7 44.6 44.9

林 業 5,692,045 5,050,624 0.6 11.3 △  2,668,372 2,388,901 0.6 10.5 △  46.9 47.3

漁 業 2,014,325 2,028,484 0.2 0.7 919,316 922,616 0.2 0.4 45.6 45.5

鉱 業 2,577,192 2,209,821 0.2 14.3 △  993,668 839,513 0.2 15.5 △  38.6 38.0

建 設 事 業 176,167,227 181,305,061 19.9 2.9 84,484,991 87,607,353 21.4 3.7 48.0 48.3

製 造 業 163,273,487 162,317,234 17.8 0.6 △   66,679,783 65,900,238 16.1 1.2 △   40.8 40.6

運 輸 業 77,035,240 76,371,718 8.4 0.9 △   28,301,550 28,395,873 6.9 0.3 36.7 37.2

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,240,256 2,240,859 0.2 0.0 886,425 910,420 0.2 2.7 39.6 40.6

そ の 他 の 事 業 449,125,073 465,970,668 51.1 3.8 207,124,222 216,017,060 52.8 4.3 46.1 46.4

船舶所有者の 事業 14,042,039 13,549,458 1.5 3.5 △   6,176,286 6,116,945 1.5 1.0 △   44.0 45.1

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率


